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1．はじめに
　本校は，昭和12年 4月 10日に埼玉県立川口
工業学校（機械課程）として開校した。その後
の制度改革により，昭和 23 年 4 月 1 日に埼玉
県立川口工業高等学校と名称を変え，現在に至
っている。昭和 53 年からは定時制課程を併設
した。現在，全日制は機械科，電気科，情報通
信科の 3学科 6クラス，定時制は工業技術科 2
クラスが設置されており，「勤労，創造，誠実」
の校訓のもと，今年創立 78 年目を迎える男女
共学の工業高校である。
　本校のある川口市は，東京都に隣接する埼玉
県南部の「産業の街」として，古くから鋳物と
植木（安行地区）で知られている。JR川口駅
前を中心に再開発事業が進められ，平成 15 年
に「さいたま新産業拠点（SKIPシティ）」がオ
ープンし，「映像の街」としても動きだした。「産
業の街」とともに，「新しい生活空間の整う街」
としても歩み続けている。

2．本プロジェクト発足の経緯
　埼玉県では，平成 19 年度から 21 年度にかけ
て，文部科学省「ものづくり人材育成のための
専門高校・地域産業連携事業」と経済産業省「工
業高校実践教育導入事業」との共同事業に参画
し，さいたま地域，熊谷地域，狭山地域，川口
地域の 4拠点で事業を実施した。
　川口地域では川口商工会議所を中心に，川口
鋳物工業協同組合，川口機械工業協同組合，埼
玉県産業技術総合センター，川口高等技術専門
校，川口名匠会等と本校との連携により，企業

技術者の特別授業，インターンシップ（協力企
業 34 社），企業見学等を実施した。
　この事業終了後に，平成 22 年度全国中小企
業団体中央会「ものづくり分野人材育成・確保
事業」補助金に採択され，川口地域単独での事
業として再スタートした。
　平成 23 年度には，川口商工会議所，川口鋳
物工業協同組合，川口機械工業協同組合，本校
の四者で協定を締結し，各者が費用負担をして，
地域活性化を目指した教育プログラムを実施し
た。平成 24 年度からは，川口市（経済部・教
育局）の事業補助を得て事業を充実発展させ，
現在のプロジェクトとなった。

3．本プロジェクトと本校の取組
　川口市は埼玉県で最も中小製造業者が多く，
多種多業種が集積した都市であり，東京都の大
田区や墨田区，大阪府の東大阪市などと並び，
ものづくり産業の底辺を支えている街である。
　平成 19 年度から市内の関係機関が連携し，
地域全体を学びの場として産業資源を地域のも
のづくり教育に生かし，「地学地就」を目的に
産業人材育成に取り組んでいる。
　「地学地就」の「地学」とは，地域全体を学
びの場とし，地域の資源を教育に生かすこと，
「地就」とは，地域でものづくり人材を育て地
域に就職して地域産業の活性化に貢献すること
を目指したものである。本校は，この「地学地
就」を基本理念とし，地域密着型の工業高校づ
くりを推進している。
　本プロジェクトでは，毎年，実行委員会（作
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　本書は，冒頭で「若者が受難な時代である。」
と述べられ，職がなかなか見つからず，たとえ
見つかっても低賃金で未熟練のままでいる仕事
にしか就けない若者の実態を直視し，その要因
の 1つとして教育制度を取り上げ，課題を掘り
下げている。基調としているのは，教養・学問
重視の教育から実学・技能重視の教育へと転換
すべきであるという主張である。
　まず，若者の失業と貧困問題について，各種
データを示しながら課題を明示し，日本の若者
の失業率が高い理由として，経済の不調，若年
層の技能不足，雇用規制，非正規労働者への依
存などを挙げている。
　そして，その要因を探るため，戦後の歴史を
たどっている。高度成長期に日本の経済を支え
た新卒一括採用方式，年功序列，終身雇用制な
どの日本独特の雇用制度を紹介するとともに，
その後，安定成長期，バブル期，低成長期へと
経る中で，経済状況と雇用の在り方がどのよう
に変遷してきたかを解説し，特に非正規労働者
が増えてきた原因について追究している。
　本題となる教育制度については，戦後の教育
改革の特徴として，6・3・3・4制の採用，エ
リート校の排除，男女共学，職業教育の重視の
施策を挙げ，高度成長期頃までは，商業，工業，
農業などの実学を学ぶ者，実務や技能に強い者
が多く，このことが日本の産業を発展させた 1
つの要因であると評価している。
　その後，大学進学率が上昇し，50％を超える
状況になると，大学間の格差が増大してくるよ
うになり，学歴格差が名門あるいはブランド大
学卒，それ以外の大学卒，高校卒の三極に分化
していると指摘している。こうした中で，高校

の職業に関する専門学科の割合が減少している
ことを懸念している。
　筆者は，「高校なり大学でどのような科目を
専攻したかは，その人の職業を決めるのに重要
な役割を果たす。」と主張している。将来の職
業を決定するうえで，高等学校における工業，
農業，商業などの専門教育，大学における医学，
薬学，工学，農学，法学（司法職に就く場合）
など，実際の職業と直結した実学的な教育が重
要であるとしている。
　そのためには，教育の制度改革が求められ，
少人数教育などによる学力向上策，職業教育な
ど実学教育の充実が重要であるとしている。教
養・学問重視の教育か，実学・技能重視の教育
かという対立軸を示しており，議論をわかりや
すくしている。
　実学教育の充実については，職業高校（専門
高校）の比率を増加に転じさせ，職業高校にお
いては，技術，技能を教える科目を今まで以上
に増やすなど教育内容を改善すべきであるとし
ている。また，日本の社会と企業において職業
教育の価値を共有する必要があると述べている。
　また，大学においては，社会科学，人文科学
の比率を下げて，理学，工学，農学など自然科
学の比率を上げ，実業界で役立つ学問を学ぶ者
を増やすべきであるとしている。
　ドイツの教育制度にも触れ，デュアルシステ
ムによる職業教育，総合大学と専門大学に分化
した高等教育などについての評価を行っている。
　こうした「若者が受難な時代」にあって，企
業や政府はどのようにして役割を果たさなけれ
ばならないかについて言及し，その上で，若者
はどのような生き方をしたらよいかについて終
章で熱く語られている。

（日本経済新聞出版社，227 頁，2,500 円＋税）

（巽公一）

実学教育改革論
―「頭一つ抜ける」人材を育てる―

橘木俊詔　著
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業部会）を設置して，事業を推進している。な
お，平成 26 年度の予算規模は 210 万円である（5
団体で分担）。
　委員は，川口商工会議所，川口鋳物工業協同
組合，川口機械工業協同組合，本校，川口市経
済部，川口市教育委員会，財団法人川口産業振
興公社，川口商工会議所雇用対策委員会，関東
経済産業局，埼玉県産業技術総合センター，埼
玉県立高等技術専門校，きらり川口 OB人材マ
ッチング協議会で構成されている。
　以下に，主な取組内容を示す。
⑴　インターンシップ
　望ましい職業観・勤労観の育成を目指して，
2学年の全生徒を対象に，毎年 11 月に企業に
おける 3日間のインターンシップを実施してい
る。受け入れ企業は，川口市内の企業を中心と
して，平成 25 年度は 75 社，26 年度は 83 社に
ご協力いただいた。私を含め，全教職員が 1人
2社を担当し，連携を深めている。
⑵　プレ・インターンシップ
　インターンシップに先がけて，1学年の全生

徒を対象とし，1月に半日間の企業見学を実施
している。生徒が自ら企業訪問をし，ご指導を
いただいている。なお，受け入れ企業との連絡
担当は，インターンシップと同様である。
⑶　高度熟練技能者による特別授業
　高度熟練技能者のもつ高い技術・技能を生徒
に伝承するとともに，生徒の技能習得意欲の向
上を目指して実施している。平成 26 年度は延
べ 18 回実施した。
　授業の内訳は，機械科1年に旋盤，溶接，板金，
塗装，電気科 1年に半田付け，機械科 2年に旋
盤，情報通信科 2年にインターネット市場につ

川口若手ものづくり人材育成プロジェクトの事業スキーム図

インターンシップの1コマ
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いてである。生徒たちは，それぞれの分野で，
技術・技能の奥深さを体感している。
⑷　親子でものづくり体験ツアー（たまご事業）
　川口市内の小・中学生とその保護者を対象に，
ものづくり体験と工場見学をセットにしたツア
ーを実施している。ものづくりのたまご育成の
意味を込めて「たまご事業」と呼んでいる。
　毎年 11 月 14 日の県民の日に，本校の教員・
生徒が 7コースの製作体験の指導を行うととも
に，バス移動で市内 6工場の見学に回る。
⑸　教員研修
　授業力の向上を図るため，本校教員を対象と
したインターンシップや，市内の製造メーカー
における工業科初任者研修を実施した。
⑹　中学校技術家庭科教員との連携
　ものづくり人材育成事業に対する啓蒙活動の
1つとして，市内中学校の教員に対し，本校教
員が教材開発等（風力エネルギー変換に関する
技術）でものづくり指導を行うことで中高連携
を深めたり，中学校への出前授業を行っている。
あわせて，中学生対象の発電コンテストを実施

し，ものづくり人材の育成を図っている。
⑺　その他
　川口市立科学館及び本校において，本校の教
員・生徒が，小・中学生を対象としたロボット
製作に関する 3講座を開催し，その製作したロ
ボットによるコンテストを実施している。
①　キャリアロボット製作
②　ライントレースロボット製作
③　ペットボトルソーラーカー製作
　受講した小・中学生は自分自身で調整を行い，
コンテストに参加する。成功することも失敗す
ることもあるが，自分自身の努力の成果が現れ
ることを体験し，充実感を味わっている。

ペットボトルソーラーカー製作の 1 コマ

風力発電コンテストの 1 コマ高度熟練技能者による特別授業の 1 コマ

「たまご事業」の 1 コマ

4．成果として
⑴　市内企業への就職者数の変化
　本プロジェクトの実施に伴い，本校における
市内企業への就職者が増加してきており，「地
学地就」の成果があがってきている。
⑵　企業からのメッセージ
①　子供の頃，私達はものづくり現場を身近に
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感じていました。しかしながら，現在環境問題
等で町工場の中の様子を見る事ができません。
そういった意味で，高校生を対象とした実践的
な技術指導や地元の子供達を対象としたものづ
くりに対する啓発事業を実施する本プロジェク
トは，将来のものづくり人材の育成にとても役
立つものと確信しています。これから就職を迎
える生徒には，是非，良い「人柄」を形成し，
何でも良いから人に負けないものを身につけて
いただきたいと思います。
②　学校の授業では教えられない現場の技術や
雰囲気を実践的に指導する特別授業や，生徒が
実際に企業の現場を体験するインターンシップ
やプレ・インターンシップ等，生徒にとって必
ず役に立つプログラムだと思います。将来的な
ビジョンを持っている生徒も，持っていない生
徒も，先ずは色々な現場や技術をその目で見る，
そして知る。ビジョンさえ持てれば，普段の授
業の重要さに気付く事でしょう。本プロジェク
トは，産業界，教育界そして行政等が連携し，
そのような機会を生徒に与える事ができます。
⑶　キャリア教育推進連携事業最優秀賞を受賞
　文部科学省・経済産業省共催「キャリア教育
推進連携事業」表彰において，本プロジェクト
が平成 26 年度の最優秀賞を賜った。
　これまで，地域の方々のご協力をいただきな
がら進めてきた本プロジェクトの大きな成果で
あると考えている。
⑷　その他
①　インターンシップ等を円滑に実施

②　技術の伝承に係る授業を円滑に実施
③　入試の応募状況の改善
④　小・中学生への技術教育の振興
⑤　地域との連携強化と本校 PRの充実

5．おわりに
　本プロジェクトは，産業界と行政，教育機関
が連携して推進してきたものである。
　工業高校生を対象とした実践的な教育プログ
ラムによって，若手ものづくり人材の育成，地
域産業の振興，地元への就職促進の点で大きな
成果が得られた。地域と連携して進めてきた本
プロジェクトによって，かつての本校のイメー
ジを刷新し，地域へのアピールができてきてい
るものと思われる。今後も本プロジェクトを継
続していく必要性を感じており，現在も全力で
取り組んでいる。今年度は本プロジェクト発足
5年目を迎え，教職員の負担軽減を含めた課題
の検討を行い，地域密着型工業高校として，来
る 80 周年を迎えられるよう努めていきたい。
　なお，プロジェクト実行委員会（作業部会）
では，社会人（一般事業者の技術者）等を対象
としたカリキュラム作成，人材登録制度など
「（仮称）ものづくり人材育成センター」の概念
を検討し，小学生から社会人までの全階層を網
羅した若手ものづくり人材育成の教育システム
構築を目指している。
　今後も，地域との連携をより一層深め，「も
のづくり工業立国日本」を支える人材育成に貢
献できるよう努めてまいりたい。

「キャリア教育推進連携事業」表彰式
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